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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況が続いているが、持ち直しの動

きがみられる。生産活動は弱めの動きがみられる。需要面をみると、個人消費は、一部に弱

さが残るものの、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、減少基調にある。設備投資は、

弱含みとなっている。公共投資は、堅調に推移している。輸出は、減少している。観光は、

来道者数に持ち直しの動きがみられるものの、外国人入国者数が前年を大幅に下回り厳しい

状況が続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率が８か月連続で前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、

負債総額が５か月連続で前年を下回った。消費者物価は、５か月連続で前年を下回った。
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１．景気の現状判断DI～５か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、９月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を３．９ポイン

ト上回る４９．３と５か月連続で上昇した。横ば

いを示す５０を１９か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を６．８ポイント上回る５０．１となった。横ばい

を示す５０は１８か月ぶりに上回った。

８月の鉱工業生産指数は７６．７（季節調整済

指数、前月比▲１．８％）と２か月連続で低下

した。前年比（原指数）では▲１９．０％と１１か

月連続で低下した。

業種別では、鉄鋼業など１０業種が前月比低

下となった。窯業・土石製品工業など５業種

が前月比上昇となった。

道内経済の動き
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百貨店 スーパー コンビニエンスストア
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３．百貨店等販売額～１１か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％
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４．乗用車新車登録台数～１１か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者数～前月から増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

８月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲１．８％）は、１１か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲２３．５％）は、すべての品

目が前年を下回った。スーパー（同＋２．７％）

は、飲食料品、その他が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲３．８％）

は、６か月連続前年を下回った。

８月の乗用車新車登録台数は、１１，６０３台

（前年比▲９．８％）と１１か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲２０．０％）、

小型車（同＋１．４％）、軽乗用車（同▲９．９％）

となった。

４～８月累計では、５８，２６６台（前年比

▲２３．９％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲２９．２％）、小型車（同▲２０．７％）、

軽乗用車（同▲２１．６％）となった。

８月の札幌ドームへの来場者数は、９１千人

（前年比▲７５．１％）と前年を下回った。８月

１日から８月３１日まで、展望台・駐車場無料

キャンペーンを実施したことで来場者数は前

月より増加となった。来場者内訳は、プロ野

球５２千人（同▲７８．２％）、サッカー１７千人

（同▲６９．９％）、その他が２３千人（同▲６８．６％）

だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～６か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～６か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～３か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

８月の住宅着工戸数は３，７５６戸（前年比

＋１７．９％）と６か月ぶりに前年を上回った。

利用関係別では、持家（同＋８．９％）、貸家

（同＋９．０％）、給与（同＋４４．２％）、分譲（同

＋５４．６％）となった。

４～８月累計では１５，５３２戸（前年比

▲７．５％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲１２．８％）、貸家（同▲４．５％）、

給与（同▲２４．９％）、分譲（同▲２．７％）と

なった。

８月の民間非居住用建築物着工面積は、

１２８，０２９㎡（前年比▲２８．３％）と６か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６３．０％）、非製造業（同▲２４．９％）であっ

た。

４～８月累計では、１，１５２，８４８㎡（前年比

＋１８．１％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲０．５％）、非製造業（同

＋２０．３％）となった。

９月の公共工事請負金額は５６９億円（前年

比＋１３．１％）と３か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋３４．６％）、独立行

政法人（同＋５８．３％）、道（同＋７．６％）、市

町村（同＋４．３％）が前年を上回った。地方

公社（同皆減）、その他（同▲３１．９％）が前

年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）

千人 ％
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９．来道者数～７か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１１か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１３か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

８月の国内輸送機関利用による来道者数

は、５５３千人（前年比▲６３．９％）と７か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲６６．１％）、JR（同▲７２．７％）、フェ

リー（同▲４０．８％）となった。

４～８月累計では、１，４９１千人（同

▲７６．２％）と前年を下回っている。

もっとも、GoToキャンペーンなどの政策

もあり、３か月連続で持ち直しの動きがみら

れた。

８月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と１１か月連続で前年

を下回った。

８月の貿易額は、輸出が前年比▲２８．９％の

１６０億円、輸入が同▲４９．３％の４８８億円だっ

た。

輸出は、船舶、鉄鋼、電気機器などが減少

した。

輸入は、原油・粗油、石油ガス類、石炭な

どが減少した。

輸出は、４～８月累計では８０８億円（前年

比▲３８．３％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が８か月連続で前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は５か月連続で前年を下回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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＝100.0

１４．消費者物価指数～５か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９４倍（前年比▲０．２８ポイント）と８か

月連続で前年を下回った。

新規求人数は、前年比▲２０．２％と８か月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福

祉（同▲１５．８％）、サービス業（同▲３２．２％）、

宿泊業・飲食サービス業（同▲３３．５％）、卸

売業・小売業（同▲２０．３％）などが前年を下

回った。

９月の企業倒産は、件数が１１件（前年比±

０．０％）、負債総額が１０億円（同▲５９．６％）

だった。負債総額は５か月連続で前年を下

回った。

業種別では運輸業、サービス・他が各３

件、一次産業、建設業、製造業、卸売業、小

売業が各１件となった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は３件

であった。

８月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．１（前月比＋０．１％）となっ

た。前年比は▲０．５％と、５か月連続で前年

を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、８月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（８月１０日）時点で前月比、灯

油、ガソリン価格ともに値上がりした。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２０年７～９月期 実績

前期に比べ、売上DI（△５３）は６ポ
イント上昇、利益DI（△４５）は１２ポイ
ント上昇と５期ぶりに上昇に転じたもの
の、売上DI・利益DIともに前期に続き
全業種でマイナスとなった。持ち直しの
動きはみられるものの、業況の水準はコ
ロナ禍の影響により依然として全ての業
種で厳しさが続いている。

２．２０２０年１０～１２月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△５３）は横ば
い、利益DI（△４９）は４ポイントの低
下と、依然として厳しい先行き見通しと
なった。製造業は売上DI、利益DIとも
に低下を見込むが、非製造業は横ばい圏
の動きとなる見通し。

項 目
２０１７年
７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

売上DI １ ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △５３
利益DI △７ △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △４９

定例調査

売上DI・利益DIともに５期ぶりに上昇
第７８回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２０年７～９月期実績）

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 持ち直しの動きがみられるが、依然としてコ
ロナ禍の影響により厳しい業況が続いている。

売上ＤＩ △１１ △２３ △５９ △５３ △６２ △５３
利益ＤＩ △１１ △２４ △５７ △４５ △６０ △４９

製造業 業況に持ち直しの動きがみられ
る。

売上ＤＩ △１０ △２９ △６７ △５２ △６９ △５９
利益ＤＩ △９ △２５ △６８ △４２ △７２ △５８

食料品 畜産・食品製造業の売上DI改善。
利益DIは全ての業態で改善。

売上ＤＩ △３ △３６ △８３ △７２ △８８ △７４
利益ＤＩ ３ △３７ △８０ △４１ △８５ △６１

木材・木製品 製材業・木製品製造業ともに売上
DI・利益DI改善。

売上ＤＩ △１１ △３６ △８４ △７３ △７９ △６４
利益ＤＩ △１６ △２７ △８４ △６８ △７９ △７３

鉄鋼・金属製品・
機械

全体では業況に改善みられるが、
鉄鋼業の業況は後退。

売上ＤＩ ３ △１５ △３９ △２１ △３９ △３３
利益ＤＩ ０ △１２ △４２ △２１ △５２ △３３

非製造業 業況は小幅に持ち直しも、業種に
よりばらつきがみられる。

売上ＤＩ △１１ △２０ △５５ △５３ △５８ △５１
利益ＤＩ △１３ △２４ △５３ △４６ △５５ △４６

建設業 公共・民間ともに売上DI・利益DI改
善。業態別では設備工が後退の動き。

売上ＤＩ １ △１１ △２８ △２０ △３２ △２５
利益ＤＩ △６ △１１ △３１ △２８ △３０ △２９

卸売業 全ての業態で厳しい業況が続いて
いる。

売上ＤＩ △８ △３７ △７１ △７２ △７５ △６９
利益ＤＩ △１７ △３１ △６３ △５７ △６８ △６３

小売業 大型店・自動車店の売上DI・利
益DIがともに大幅悪化。

売上ＤＩ △２７ △２０ △６３ △６３ △７０ △５７
利益ＤＩ △２３ △３０ △６０ △３０ △６８ △３７

運輸業 業況の後退が続いている。
売上ＤＩ △９ △１７ △５６ △６３ △５２ △５６
利益ＤＩ ５ △２２ △５２ △５６ △４４ △５６

ホテル・旅館業 依然として厳しい業況が続いてい
る。

売上ＤＩ △６９ △６５ △１００ △１００ △１００ △１００
利益ＤＩ △６３ △７１ △１００ △１００ △１００ △１００

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △６２ △５３
利益ＤＩ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △６０ △４９

札 幌 市
売上ＤＩ △１ △４ △２ １ △６ ０ ７ △６ △１３ △６３ △５８ △６４ △５２
利益ＤＩ △１６ △１６ △１６ △７ △９ ０ △５ △１０ △１７ △５８ △４９ △５９ △５０

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ ６ １５ １８ △１ △５ △５ △５ △１６ △３６ △５０ △４３ △５７ △４９
利益ＤＩ △３ ４ ８ △１３ △９ △１４ △３ △５ △３４ △４７ △４３ △５８ △５５

道 南
売上ＤＩ △２９ △１３ △１５ △５ １０ １６ △１９ △１２ △２９ △５９ △６３ △７５ △５６
利益ＤＩ △３６ △２７ △３５ △４９ △１５ △１１ △２６ △７ △１８ △５９ △５１ △７２ △５６

道 北
売上ＤＩ △１０ ０ △２ ４ △９ △６ △１２ △６ △２５ △５４ △４６ △５５ △５２
利益ＤＩ △６ △２ △２ １３ △４ △６ △８ △１１ △２７ △５５ △３１ △６２ △３８

道 東
売上ＤＩ ０ △２０ △１５ △１８ △１４ △１９ △７ △２１ △２２ △６５ △５５ △６０ △５８
利益ＤＩ △１７ △２６ △２５ △３６ △１９ △１９ △９ △２５ △３１ △７０ △４５ △５７ △４８

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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鉄鋼・金属・機械 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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売上不振
諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�売上不振（５７％） △５ 木材・木製品製造業（９１％）は１２ポイント上昇、卸売業（７２％）と運
輸業（５６％）は横ばい。その他の業種については低下。

�人手不足（４２％） ＋４ 木材・木製品製造業（１４％）は２ポイント、その他製造業（２１％）は１１ポ
イント、小売業（３４％）は３ポイント低下。その他の業種については上昇。

�諸経費の増加（２９％） ＋５ 木材・木製品製造業（２３％）が９ポイント低下。その他の業種につい
ては上昇。

�人件費増加（２６％） △３ 製造業は全ての業種で低下。非製造業は建設業（４１％）が１４ポイン
ト、卸売業（２５％）が４ポイント上昇。その他の業種については低下。

�原材料価格上昇（２２％） ＋１ 業種によりばらつきがみられる。

�過当競争（２１％） ＋３ 製造業、非製造業ともに上昇。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７８回定例調査（２０２０年７～９月期実績、同１０～１２月期見通し）
回答期間：２０２０年８月下旬～９月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�売上不振
① ① ① ① ② ① ① ① ① ① ① ①
５７ ６４ ６１ ９１ ４７ ６８ ５４ ２９ ７２ ５７ ５６ ９５ ４９
（６２）（７１）（７８）（７９）（５３）（７７）（５９）（３７）（７２）（６６）（５６）（１００）（５１）

�人手不足
② ② ① ② ① ③ ③ ② ②
４２ ３２ ３２ １４ ５０ ２１ ４６ ７８ ２７ ３４ ５２ １０ ４４
（３８）（３０）（２５）（１６）（４４）（３２）（４２）（７１）（２１）（３７）（４８）（５）（４０）

�諸経費の増加
③ ③ ③ ③ ③ ③ ② ③
２９ ３０ ３９ ２３ ２９ ２６ ２９ ３５ ３３ ２３ ３３ １９ １８
（２４）（２７）（３８）（３２）（１９）（１８）（２２）（２９）（２６）（１８）（２８）（１０）（１２）

�人件費増加
③ ② ③

２６ ２２ ３２ １８ １２ ２６ ２８ ４１ ２５ １４ ２６ １９ ２７
（２９）（３４）（４８）（２１）（２２）（３６）（２７）（２７）（２１）（３２）（３２）（２５）（２８）

�原材料価格上昇
② ② ③ ②

２２ ３２ ４５ ２７ ２４ ３２ １９ １６ ２５ ２３ ３０ １４ ４
（２１）（３２）（４３）（２６）（２５）（２７）（１７）（２０）（１９）（１３）（２０）（１０）（１２）

�過当競争
② ③

２１ １４ １３ １４ １２ ２１ ２３ １８ ２５ ４８ １１ ２４ １１
（１８）（１３）（３）（１１）（１９）（２７）（２０）（２６）（２２）（２１）（４）（３０）（９）

�販売価格低下
② ③

１２ １７ １０ ４５ ６ １６ １０ ３ １３ ２０ ０ ２４ ４
（１４）（１７）（１５）（２６）（１９）（９）（１３）（４）（２２）（１８）（０）（４０）（５）

	資金調達
②

８ ７ １０ ０ ９ ５ ８ １ ６ ５ ２２ ３８ ４
（１１）（１２）（１５）（１１）（９）（１４）（１１）（６）（５）（１８）（１２）（３５）（７）


設備不足
③

７ １３ １３ ５ １２ ２６ ４ ３ ３ ０ ７ １４ ７
（７）（１２）（１５）（－）（１６）（１４）（４）（－）（２）（－）（１２）（１５）（７）

�価格引き下げ要請 ６ ８ ６ ９ ９ １１ ５ ４ ９ ０ ０ ０ ９
（８）（８）（３）（１１）（１６）（５）（９）（６）（１７）（５）（４）（－）（１２）

�代金回収悪化 ３ ０ ０ ０ ０ ０ ４ ３ ４ ５ ０ ０ ７
（４）（１）（３）（－）（－）（－）（５）（１）（９）（５）（－）（５）（７）


その他 ６ ３ ３ ５ ３ ０ ７ ５ ９ ９ ４ １０ ７
（８）（６）（８）（５）（６）（５）（９）（１１）（７）（１１）（８）（２０）（５）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３９３ １００．０％
札幌市 １５４ ３９．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８１ ２０．６
道 南 ３５ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６１ １５．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６２ １５．８ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６８５ ３９３ ５７．４％
製 造 業 １９３ １０７ ５５．４
食 料 品 ６８ ３２ ４７．１
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３４ ５７．６
そ の 他 の 製 造 業 ３５ １９ ５４．３
非 製 造 業 ４９２ ２８６ ５８．１
建 設 業 １３９ ７９ ５６．８
卸 売 業 １０１ ６７ ６６．３
小 売 業 ８７ ４６ ５２．９
運 輸 業 ５１ ２７ ５２．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ７９ ４６ ５８．２

業種別回答状況

定例調査
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今回の調査では、業況の水準感は、業種により濃淡はあるものの、コロナ禍の影響により

前回調査に続き厳しい結果となりました。経済活動の再開により、業況に持ち直しの動きが

みられますが、全ての業種で厳しい業況が続いています。コロナ禍の影響により、「商談や

来店客が増加した」といった前向きな声も聞かれる一方で、「足元の業況は厳しく、先行き

も不透明」との声が非常に多く寄せられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜水産加工業＞ ここ数ヶ月、コロナ禍にお
いて前年と比べると売上大幅減少、原価率
増、利益率減になっている。わずかに戻りつ
つあるが、いつまで続くかはわからず、歩留
まりの改善に努めていく。

＜食肉加工業＞ コロナ禍の状況ではある
が、食品製造ということもあり売上そのもの
は前年並みを確保している。しかし、外食向
け等の付加価値の高い製品の売上が減少して
おり、営業利益は減少傾向。

＜食料品製造業＞ コロナ禍以前の売上、利
益水準には戻らない。人件費等の固定費を削
減する。

＜木製品製造業＞ 他業種に比べ製造業はコ
ロナ禍の影響が出るのにタイムラグがあった
が、これから受注減の見込み。右肩下がりの
状況である。大幅な方向転換が必要とされる。

＜木製品製造業＞ コロナ禍の影響で大幅に
売上や利益を落とし、今期は赤字を覚悟して
いる。年内は一時帰休を実行し、生産調整を
行う一方で休業を教育訓練にあてるなど、ア
フターコロナの対応をするための対策をとっ
ている。

＜製材業＞ 今後も製品価格は下がり売上は
落ちていく見込み。付加価値の高いアイテム
に注力し利益を確保する。企業体力を保持し
来年度に備える。

＜機械器具製造業＞ 弊社製品はコロナ禍に
おいて活躍していることから、商談は増加し
ている。一方、生産能力に限りがあり、受注
を断らなければならない状況も発生してい
る。熟練した技術が必要であり、計画的な人
材育成を行っていくことが大きな課題となっ
ている。

＜金属製品製造業＞ コロナ禍で人の動きが
止まってしまい（特に海外客）、旅行業界や
小売業界の売上激減、４月以降の各種施設の
設備投資中止や延期が売上減少に直結してい
る。コロナ禍の一日でも早い終息と復興を祈
るのみ。現状把握と方向性模索は重要課題。

＜紙製品製造業＞ コロナ対策のため医療機
関への受診が減り、薬袋需要が減少してい
る。ワクチン接種と特効薬の発明が待たれ
る。

経営のポイント

業況に持ち直しの動きがみられるものの、先行きの見通しには慎重さ
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

＜プラスチック製品製造業＞ 引合い物件が
少なくなってきている。大きな売上減少には
なっていないが、コロナ禍で本州方面への営
業が出来ないことから、取引先や業界同業者
などへメールや電話での情報交換を密に行う
ようにしているがなかなか成果は上がらな
い。新規事業を検討しているが、社内が保守
的になりチャレンジ精神が無くなっているこ
とから、一致団結しての一歩前進が難しい。
公共事業インフラ老朽化の更新事業への取り
組みを進めているが、アフターコロナでの今
後の公共事業予算の予想が出来ない。

＜コンクリート製品製造業＞ 売上はここま
で対前年増加傾向にあるが、後半は先行き不
透明である。社内における高齢化が問題であ
るが、人手不足で補充ができず苦しい。今後
若返りを図るよう人探しをしていかねばなら
ない。

＜建設業＞ コロナ禍以前の受注もあり今期
は前年度並みの売上・利益を予想。来年度以
降の民間設備投資の状況では厳しさが増すこ
とになる。

＜建設業＞ 弊社は、公共工事の受注をして
いる。今年度の受注量は、昨年度組まれた予
算が執行されているのでコロナ禍の影響は少
ないと思われるが、例年年末に補正予算が組
まれ、冬から春に向けての工事が計画され
る。今年はそういった予算が、公共工事につ
けられるかが不透明なため、冬から春、来年
度の見通しについては危惧している。

＜内装工事業＞ 業績については、コロナ禍
に振り回されることもなく前年並みの数字で
推移中。今後の業務推進として人材補強を挙
げている（既存社員の教育・新規社員の採
用）。ホームページなどを更新して発信力を
高め、新たな人材確保に力を入れていきた
い。５ヶ年の事業継承計画プランを作成し
て、会社リーダーの若返りも進めていく。

＜住宅建築業＞ 建設業界は今は急激な業績
の悪化にはなっていない。ただ、１年後どう
なっているか今まで以上に不安な状態。生産
する組織から創造する組織となり、体制の見
直し、若手職員の可能性を引き出しながらIT
対応の検討、業務改善に取り組む。

＜鋼材卸売業＞ コロナ禍による道内の経済
低迷が続き売上が減少、今後の動向が不安定
なため、計画通りに進まず見通しが立たな
い。経費削減等によるキャッシュの確保と、
人材確保による会社組織の強化によって、経
済が上向きになったとき、即動ける体制づく
りを目指している。

＜食料品卸売業＞ コロナ禍の中で食品卸売
業の販売先業態による好不調の差が大きく、
特に外食、業務用については回復のテンポは
遅い。小売、量販店については巣ごもり需要
による販売増加傾向は現在も継続している
が、次第に鈍化している傾向がみられる。水
産については道内産沿岸の魚種の変化（サン
マ、秋鮭の不漁）、はまちの大漁など明らか
な海水温、気候変動による影響があり、事業
環境変化への対策が必要。水産加工業に対す
る原料供給のあり方を含め、従来モデルのイ
ノベーションを模索する。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号
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７．小売業

８．運輸業

＜建材卸売業＞ コロナ禍の影響も現在のと
ころは少ないが、建設・土木業界は今のコロ
ナ禍が来年以降の事業に大きく影響してくる
可能性があるため、その行先の注視が重要で
ある。

＜機械器具卸売業＞ 売上は受注残が寄与し
てどうにか前年並み水準をキープできたもの
の、新規受注に関してはコロナ禍による設備
投資手控えのムードもあり伸び悩んでいる。
このため利益も見通しが立たず、現状維持で
精一杯な状況。コロナ禍の収束の目処が立た
ない現状では、見通しが困難のため融資等を
活用して手持ち資金を厚くする方針をとって
いる。

＜包装用品卸売業＞ 前年比で売上マイナス
が当面続くものと予想されるなか、今後貸倒
にも注意が必要。取引先の状況把握が一層重
要となる。

＜菓子卸売業＞ 一部販売先において、前年
比売上大幅ダウンがみられるが、他の業態に
比べコロナ禍の影響は比較的軽微。利益率の
高い商材へのシフトを全社的に図っている。

＜タイヤ販売店＞ じわじわとコロナ禍の影
響が出てきていると思う。自粛期間があった
せいか、当店のメインのタイヤの販売本数が
減少している。ゴールデンウィーク時期に車
での外出を控えていたのかタイヤが減ってい
ない。また、昨年の消費税増税時の駆け込み
需要の反動により売上が減少しているのが一
番の理由。次の需要期である１０～１１月に新型
コロナウイルスの感染者が増えないことを願
うばかり。

＜燃料小売業＞ ガス事業はインフラである
から業績はユーザーの需要に依存する。人口
減が進んでいるため厳しい状況といえる。こ
こ数年経費の圧縮に努めてきて成果は上がっ
ているが、それもそろそろ限界か。次は人件
費の削減かM&A対応ぐらいしかないと考え
ている。

＜作業洋品店＞ コロナ禍の影響で、アウト
ドアや巣ごもり需要、感染対策などで来店客
が増えている。さらに、新たに来店されたお
客様のリピートや口コミも、売上の伸びに繋
がっている。経費は出張減などで削減され、
利益も伸びている。中国では、災害の続発、
貿易の縮小、米中戦争の可能性など様々な原
因で生産や輸出入ができなくなる恐れがある
ため、自社製品の中国外への移管、メーカー
生産品についても脱中国の依頼を行ってい
く。これまではプロ向け店舗で一般客の需要
を取り込もうとしてきたが、十分に取り切れ
てない客層がまだまだあると判断し、一般向
け店舗をオープンさせることとした。

＜一般貨物運送業＞ 人手不足が問題。販路
拡大のためM&Aや選択と集中、遊休不動産
の売却などを検討。

＜運輸業＞ コロナ環境下における減収期間
が不透明。

＜運輸業＞ コロナ禍の影響を大きく受け、
貸切バスの需要が激減した。今後の観光業の
先行き不透明なことが課題。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号
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９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜都市ホテル＞ 北海道や札幌市が実施した
各種需要喚起が一時的に奏功。宿泊は、「ど
うみん割」「サッポロ夏割」、館内利用は「ス
マイルクーポン」が、（助成金を使い切る迄
の間は）増客に結びついた。今夏の観光・商
用客の動向を見る限り、大都市圏での新型コ
ロナウイルス陽性者数が減少・終息に向かわ
ないと、本格的な観光・商用需要は回復しな
いと思われる。現状、首都圏は対象外となっ
ているが「GoToトラベル」を利用した宿泊
客増に期待。

＜都市ホテル＞ 緊急事態宣言解除後、宿
泊・レストラン部門に若干の売上増があった
ものの、中・大規模の会合・宴会等の利用が
未だ戻らず、引き続き今後の見通しが立たな
い状況。感染予防対策を徹底し、各種助成金
等を活用しながら事業継続に努めたい。

＜観光ホテル＞ どうみん割やGoToキャン
ペーンによる宿泊需要喚起により、道内客は
前年比プラスとなったが、依然として道外客
は低調、インバウンドは皆無であり、前年を
大きく下回る状況。コロナ禍により、延期と
なった道内学校の修学旅行などが、目的地を
本州ではなく道内として実施され、９～１１月
にかけて相当数見込んでいる。

＜廃棄物処理業＞ コロナ禍の影響で原油価
格が下がり、当社の再生重油の価格にも影響
が出ている。さらに、インバウンド客の大幅
減少は北海道経済の縮小要因となり、生産活
動の縮小は廃棄物減少につながる。近年事業
化した油漏洩処理対応等の需要は増えつつあ
り、当社への相談が来る仕組みづくりを強化
していく。

＜建設コンサルタント＞ コロナ禍の影響は
少ない。売上・利益などは比較的落ち着いて
いる。人員は過剰感があるが、若手・中堅層
が不足しているため、うまく調整していかな
ければ技術力の低下を招く。求人市場は改善
されてきた。しかし、経験者が少なくミス
マッチが多発している。

＜歯科技工業＞ 顧客先の歯科医院で受診控
えが続出し、治療の最後の補綴（歯科技工）
に至らないことから売上の減少に大きく影響
した。歯科の領域で感染者が出ていないこと
が認知されると、少しずつ受診者数が元に戻
り始め売上は回復傾向にある。しかしなが
ら、高齢者に代表される義歯（デンチャー）
の受注は、完全に回復しきれていないのが実
情。推進策については、withコロナのバラン
ス感覚維持は避けては通れない。特に、訪問
診療は施設や病院側の受入がないと回復して
いかないもどかしさがある。このピンチを
チャンスに変えるべく施策を考えているとこ
ろ。

＜環境コンサルタント＞ 官庁関連の仕事は
コロナの影響もあり少なめである。一方、期
限が定められているPCBや汚染土壌の仕事は
増加しており、プラスマイナスゼロの状況で
ある。国の各種規制は当然ながら強まる傾向
のため、時流に合った仕事ができるよう研
究・開発を進めていく。

経営のポイント

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号

１．はじめに

日本政府観光局（JNTO）（２０２０）によれば、２０２０年７月の訪日外国人旅行者数は対前年９９．９％

マイナスの３，８００人となりました。対前年９９．９％という衝撃的な数字は同年４月以降、４ヶ月連

続のことです。周知のとおり新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のために実質的な入国制

限措置が採られていること、国際線の運休や機材の縮小等によって航空輸送量そのものが大きく

減退していることがその要因です。

このような危機下にあって、官民の広範な関係者が、市町村、都道府県、国のあらゆるレベル

で観光産業を持続させんと、まさに心血を注いで努力されていることに敬意と感謝を表したいと

思います。また、筆者は観光学者として、微力ながらも北海道が目的地（デスティネーション）

としてあらゆる意味で持続的に発展することに尽力したいと考えてはいますが、それはすなわち

新型コロナウイルス感染症の拡大を無視して観光振興せよと主張している訳ではありません。本

稿の目的は新型コロナウイルス感染症による様々な影響を踏まえた上で、北海道観光の将来をで

きるだけ正確かつ前向きに見通すための一助となることであって、その前提にはこの危機が一刻

も早く収束することへの強い希望があることを記しておきたいと思います。

２．Withコロナで変わること、変わらないこと

前述のとおり新型コロナウイルス感染症の影響は我々の日常を大きく変えました。しかし本稿

で指摘したいのは、新型コロナウイルス感染症が広がる前から観光市場の根底で生じていた変化

や、逆に新型コロナウイルス感染症が拡大してもなお変わることなく存在する問題の本質を、巷

に溢れる「ニューノーマル」や「アフターコロナ」といった言葉によって見誤るべきではないと

いうことです。これは後述する「マイクロ・ツーリズム」や「ワーケーション」といった観光業

界で耳目を集めている言葉にも当てはまります。

例えば、あまり報道されることはありませんが、中国、韓国、台湾、香港の主要４市場からの

訪日外国人旅行者数は、新型コロナウイルス感染症が拡大する以前の２０１８年下期あたりから伸び

悩みを見せつつありました（図１）。また、団体行動や混雑を敬遠して自分だけの時間を過ごし

たいという旅行者のマインドは２０年来のものですし、観光が住民の平穏な日常生活に悪影響を与

える現象は、オーバーツーリズムや観光公害という言葉とともに観光地のトピックとして定着し

つつありました。つまり、新型コロナウイルス感染症は観光の変化をより劇的に浮かび上がらせ

はしましたが、多くの場合、それは主要因ですらないのです。

Withコロナ時代の北海道観光再考
－インバウンド観光は必ず戻る－

寄稿

北海道大学観光学高等研究センター准教授
バルセロナ大学ホテル観光学院連携客員教授

石黒 侑介
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寄稿

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号

図１ 北海道の訪日外国人宿泊者数（延宿泊者数）の対前年同月比推移
出所：北海道経済部観光局（２０２０）をもとに筆者作成

もちろん、新型コロナウイルス感染症によって変化することもあります。しかしそれはこれま

での社会変革と同様、短期間に進むのではなく、長期的、段階的に進むものです。今、我々が直

面しているのは変化の「初段階」であって、あらゆる変化が今後数ヶ月から１年の間に「完了す

る」わけではありません。

３．旅行需要の構造とマイクロ・ツーリズムの限界

新型コロナウイルス感染症が拡大し観光産業が深刻な打撃を受けた直後、産業界から「マイク

ロ・ツーリズム」という言葉が発信され、メディアを賑わせるようになりました。マイクロ・

ツーリズムとは旅行者の現住地とデスティネーションが比較的近接している観光の形態を指しま

す。北海道で言えば、訪日外国人旅行者や東京などの道外からの誘客ではなく、道「内」から旅

行者を誘致しようという考え方です。

確かに、観光地経営論のリスク・マネジメントにおいては、今回のような旅行者の心理的負担

が増大する時期には、近隣市場にてこ入れするというのがセオリーです。旅行者の居住地からの

物理的距離が遠いほど情報が不足するため、旅行者が安心感を抱きながら旅行できる範囲が狭ま

るからです。

しかし、そもそも旅行というのは一定の可処分所得と旅行に行けるだけの社会条件、具体的に

は休暇や育児・介護の負担がないことなどが揃わなければ、具体的な消費行動につながりませ

ん。もちろん新型コロナウイルス感染症による自粛疲れの反動で、多少無理をしてでも外出した

いという心理が作用することや、地元に視線を向けることでその魅力を再発見し「お出かけ」需

要が生まれること、さらには道民の海外旅行の代替消費として道内旅行需要が高まるといった現

象を完全には否定しませんが、規模や期間は自ずと限定されます。下の図２からも分かるとおり

少なくとも道民の旅行消費は２０年間で減少しています。多くの業種では新型コロナウイルス感染
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寄稿

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号

図２ 家計調査に基づく道民の宿泊費・外国／国内パック旅行費の推移（世帯あたり）
出所：北海道総合政策部情報統計局（２０２０）をもとに筆者作成

症によって所得が減少することはあっても増えることはあまり期待できません。

つまり、旅行する人は以前も今もしているし、旅行しない人は以前も今もしていないというの

が、市場の「不都合な真実」と言えます。しかも、マイクロ・ツーリズムがトレンド化した晩春

から初夏は、例年、道民にとっても旅行シーズンです。大部分を道民による道内旅行が支えてい

る北海道観光にとって、言わば既存の市場に新しい「タグ付け」をすることにどれだけの意味が

あるのか、個人的には冷静な見方をしています。

さらに旅行のデスティネーションを選択する動機の構造を理解することも重要です。

旅行者を誘致する地域が持つ魅力の源泉を観光地経営論では観光アトラクションと呼びます。

そしてそれは、旅行動機に根本的に作用し、旅程を決める上で決定的な役割を果たすとされる

「一次アトラクション」と、旅程を決める上ではあまり大きな役割を果たさない「二次アトラク

ション」の二層構造で構成されています１。つまりこの「一次アトラクション」が増えない限

り、旅行者を政策的に特定の地域に誘導すること自体が難しいと言えます。もちろん、道内には

「一次アトラクション」になる宿泊施設やレストラン、観光地もありますが、その数は限られて

います。マイクロ・ツーリズムを謳っている事業者の多くが、比較的価格帯の高い施設であるこ

とからも分かるとおり、ターゲットの射程を国外や道外から、単に道「内」にシフトさせただけ

で実際の需要を喚起できる観光地や施設はそれほど多くないのです。

実は「ワーケーション」も同様です。ビジネス旅行と観光旅行の境界領域という市場は、「出

張後に後泊してナイトライフを楽しむ」とか「学会に家族を同伴させてエクスカーションに一緒

に参加する」といったスタイルで既に存在していた市場です。地方で長期滞在しながら働くとい

う形態もいわゆる「ノマドワーカー」の１つのスタイルとして既知のもので、「ワーケーショ

１正確にはこれらに加え、デスティネーションに赴いて初めて認知する「三次アトラクション」があり、これ
らを「観光アトラクション・ヒエラルキー」と呼びます。
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ン」はこれらに別のラベルをつけたに過ぎません。「マイクロ・ツーリズム」や「ワーケーショ

ン」という言葉によってあたかもインバウンド観光に変わる新規市場が生まれるような錯覚を持

つことは、危機下で体力を奪われている地域や事業者にさらなる危機をもたらしかねないと危惧

しています。

４．インバウンド観光市場の構造的分析

今回の新型コロナウイルス感染症に限らず、二国間関係の悪化や自然災害などが発生してイン

バウンド観光に陰りが見えると、決まって「インバウンド観光にはリスクがある」とか「アジア

市場への依存を減らすべき」といった論調が目立つようになります。しかしそもそも国内市場に

伸びしろがないからこそインバウンド観光に注力してきたのが実情です。インバウンド観光に

は、もちろんリスクはありますが、国内市場には人口減少と市場の縮小という、より根本的で中

長期的なリスクがあります。インバウンド観光の重要性は、Withコロナ時代にあってむしろ拡大

すると考えています。

近年における政策的なインバウンド観光振興の原点は２００３年の観光立国宣言です２。今日のイ

ンバウンド３，０００万人時代は、同宣言以降に取り組まれた官民の様々な主体による施策が、石森

（１９９７）が指摘する「アジアにおける観光ビッグバン」と相まって結実したものにほかなりませ

ん。そして筆者はこの１７年間の成長を、東日本大震災が発生した２０１１年を境に、「VJC期」（２００３

年～２０１０年）と「ポスト３．１１期」（２０１２年～２０１９年）に分けて整理しています。

「VJC期」は、ビジット・ジャパン・キャンペーン（VJC）という文字通り誘客促進を目的と

した広告・宣伝事業が大々的に行われた時期です。寺社・仏閣、寿司、温泉といったデスティ

ネーションとしての日本のステレオタイプなイメージが積極的に発信され、訪日外国人旅行者数

は平均で年７．４％の成長を記録しました。

ところが、東日本大震災の発生を受けて、国は震災による需要の低迷と「VJC期」後期の伸び

悩みを解消するべく、ターゲットとデスティネーションの多角化に取り組むようになります。ア

ジアを中心にビザの緩和を大胆に進め、クルーズやLCCの誘致にも注力しました。同時に、広

告・宣伝事業では、より多様で具体的な旅行経験を想起させるような日本のイメージを発信する

ようになりました。そして、こうした戦略は国策となった地方創生とも相まって、ゴールデン

ルート以外の地方にも多くの外国人旅行者をもたらします。アートで知られる香川県の直島、ス

ノーモンキーが有名な長野県山ノ内町、南欧市場では京都以上の人気を博している岐阜県の高山

市などが活況を呈すようになったのもちょうどこの頃です。道内ではニセコ・エリアのオースト

ラリア人や枝幸町歌登のタイ人などが注目を集め始めました。この「ポスト３．１１期」の訪日外国

人旅行者数の平均の成長率は実に２２．７％に達します。

２筆者が所属する北海道大学観光学高等研究センターも観光立国を学から支える専門的研究機関として２００４年
に誕生した経緯があります。また、観光学の専門的研究機関の必要性を産業界からいち早く提起され、弊セン
ターの設置にも大きく貢献された東日本旅客鉄道元会長の松田昌士氏が本年５月に逝去されました。記して生
前のご尽力への感謝とご冥福を申し上げます。
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しかし、この高成長にも、冒頭にも触れたように２０１８年の後半には陰りが見え始めます。筆者

は、この時期、デスティネーションとしての日本が「オールタナティブ・ターン」を迎えていた

と考えています。

５．Withコロナ時代のインバウンド観光

日本が「ポスト３．１１期」に経験したような爆発的成長の後に市場が成熟化し、従来とは異なる

思考を持った旅行者が生まれる段階をデスティネーションの「オールタナティブ・ターン」と呼

びます３。言わば「じゃない方」が流行る時期です。筆者は、「VJC期」に初めて来日した東アジ

ア市場の旅行者が「ポスト３．１１期」では「オールタナティブ・ターン」に入り、積極的にゴール

デンルート「じゃない方」を訪れていたと推測しています。

中でも北海道は、国内旅行市場でも永年にわたって高い人気を誇り、近年では移住先として

「住みたい町」ランキングでも上位に入る地域です。「VJC期」に流布された伝統的な日本のイ

メージとは異なるイメージ、具体的には豊かな自然環境やそれらをいかした高品質なネイ

チャー・アクティビティ、独特の農業景観や自然景観のイメージは「オールタナティブ・ター

ン」の受け皿として大いに日本のインバウンド観光の成熟化に貢献したとみています。こうした

見方を裏付けるように、例えば観光庁（２０１９）では来日経験が豊富な旅行者ほど北海道の訪問率

が高いことが指摘されています。ただし、北海道はこれ以前からも訪日外国人旅行者の取り込み

に成功していました。つまり、初めて日本を訪れるような新規層と「オールタナティブ・ター

ン」の成熟層の重層構造になっていると解釈することができます。

下の表１は、訪日外国人旅行者の中で最もリピーター率の高い香港市場について、各自治体の

延べ宿泊者数の道内でのシェアを「VJC期」と「ポスト３．１１期」で比較したものです。表中の左

側は、日本のインバウンド観光の萌芽期とも言える「VJC期」により高い競争力を持っていた、

つまり新規層の取り込みに貢献したと推察されるデスティネーション、一方、右側は２０１２年以降

の「ポスト３．１１期」に相対的に大きな競争力を持っていた、言わば成熟層に対応したと考えられ

るデスティネーションです。札幌市をはじめ、道内を代表する温泉地やリゾート地が初期段階で

新規層を惹きつけ、「ポスト３．１１期」になると倶知安町やニセコ町、北海道新幹線が延伸した函

館、さらには阿寒湖や知床半島といった道東の自然デスティネーションが今度は成熟層を惹きつ

けるようになったことが分かります。「ポスト３．１１期」に斜里町や釧路市、富良野市、北見市が

シェアを拡大したことを踏まえると、この時期に道内の周遊が進んだという見方もできます。こ

うした旅行者動線の多角化も実はオールタナティブ・ターンの一つの特徴です。

３もとは「大量生産＝大量消費」に対する「もう一つの」選択肢、つまりより個人化、多様化した生産と消費
の形態への転換を指します（石黒２０１９：１）
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「VJC期」の方が
道内シェアが大きい自治体

「ポスト３．１１期」の方が
道内シェアが大きい自治体

洞爺湖町 ４．３４倶知安町 ５．５０

札幌市 ３．６５ニセコ町 １．８６

登別市 １．６２音更町 １．０９

赤井川村 １．２８函館市 １．０５

鹿部町 １．１３斜里町 ０．８１

壮瞥町 ０．８９釧路市 ０．６５

新得町 ０．６０千歳市 ０．６０

網走市 ０．４４苫小牧市 ０．５４

留寿都村 ０．３３富良野市 ０．５０

弟子屈町 ０．２６北見市 ０．４６

表１ 香港市場のシェアの比較（「VJC期」と「ポスト３．１１期」）
（単位：ポイント）

６．終わりに ―アジア戦略の見直しを

Withコロナ時代の北海道観光を考える上で、筆者は次の２つが重要だと考えています。

１つは官民のあらゆるレベルでアジアとの結びつきを再評価し、危機に瀕しても途絶えない関

係性を構築することです。日本は世界最大の人口を有する中国、そして世界有数の経済成長率を

ほこるASEAN各国と同じアジアに位置する島国です。この地政学的な条件を踏まえれば、今後

もインバウンド観光、それもアジアからの旅行者に依存せざるを得ない状況は変わりません。も

ちろん、特定の市場に依存することのリスクや、近隣諸国との関係性に様々な問題を抱えている

ことは否定しませんし、それらが観光に与える影響が大きいことも明らかです。しかしながらそ

れでもなお、観光の文脈では地理的条件が戦略のかなりの部分を決定する事実は変わりません。

観光先進国とされるフランスやスペイン、アメリカも域内市場に８割近くを依存しています。観

光関連事業者や行政組織だけでなく、筆者が所属する大学、一次産業従事者、そして一般の道民

がアジアとの結びつきを構築し、北海道としてのつながりを多角化、多層化できれば、構造的に

危機に強いアジア市場との関係性を構築できると考えています。

もう１点は、北海道の「オールタナティブ・ターン」への備えです。本稿でも述べたように、

北海道は「VJC期」と「ポスト３．１１期」を通じて日本のインバウンド観光振興に大きな貢献をし

てきました。そして今度は、日本の「オールタナティブ・ターン」に貢献した北海道自体が

「オールタナティブ・ターン」を迎えます。「VJC期」と 「ポスト３．１１期」のストックがWithコロ

ナ時代には北海道の「じゃない方」を求めるのです。北海道に繰り返しやってくる目の肥えた旅

行者を引き続き魅了できるイメージやメッセージは何でしょうか。

筆者が永年、実地で研究しているスペインでは、世界遺産や芸術、地中海と言った伝統的なデ

注：数値は「VJC期」と「ポスト３．１１期」の道内での延宿泊者数のシェアの差を示している。
出所：筆者作成
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スティネーション・イメージを転換してオールタナティブ・ターンに対応するため、３０年かけて

豊かな自然環境とそれが生み出す高品質な一次産品、さらにはネイチャー・アクティビティを軸

とした「グリーン・スペイン」という新しいブランドを構築しました。沖縄やハワイも「オール

タナティブ・ターン」に合わせて、本島やオワフ島を舞台とした楽園、常夏、ビーチリゾートと

いったイメージから、離島や伝統文化、自然景観などを含めた多面的なイメージを軸とした戦略

に切り替えてきました。

「オールタナティブ・ターン」は現象として受け止めるものではなく、スペインやハワイ、沖

縄のように積極的に能動的にデスティネーションとしての持続性を高めるために取り組まれるべ

きものです。危機の今だからこそ、アジア市場に対する北海道の「オールタナティブ・ターン」

戦略が求められていると考えています。
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【はじめに】

ベトナムでは今年１月下旬に新型コロナウイルスの初感染が確認され、その後は主に海外から

の帰国者とその接触者から感染が広がっていきました。一方、政府などの感染拡大防止に向けた

迅速な対応により、その後は累計感染者数の抑え込みや死亡者ゼロの状態が続いたほか、７月下

旬からの新たな感染拡大も封じ込めに至っており、その対応については評価されています。

私自身は、４月に日本に一時帰国、８月にベトナムに再入国し、９月より現地での活動を再開

しております。今回はベトナムでの新型コロナウイルスの感染状況と対応策、経済社会活動の状

況などについてレポートします。

【ベトナム国内での感染状況と対応策】

ベトナム国内での初感染者の発生は１

月２３日で、武漢から来た中国の方とみら

れています。その後、３月に入り海外か

らの帰国者とその接触者を中心に感染が

拡大しましたが、一日の感染者数は最大

２０人程度と落ち着いていました。また、

７月下旬に人気観光地であるベトナム中

部のダナン市を中心に感染が急拡大、同

時期に国内初の死者も出たことから一時

緊張が高まりましたが、封じ込めに成功

したとみられ、国内の新規市中感染発生

数は３５日間連続ゼロとなっています

（２０２０年１０月７日時点、外国人のビジネ

ス入国者等の感染は除く）。

ベトナムでは、都市部の一部大病院を

除くと医療体制が脆弱です。このため、

政府は水際対策（入国制限、入国審査の

強化）や、厳しい行動規制、メディア活

用による啓発活動などの各種感染防止措

置を矢継ぎ早に講じてきました。

アジアニュース

ベトナムにおけるコロナ禍の現状

ベトナム社会主義共和国の概要

・面積 ３２万９，２４１�
・人口 約９，４６７万人（２０１８年）

・首都 ハノイ

・名目GDP 約２，３７２億米ドル（２０１８年・通年）

・経済成長率 ７．０８％（２０１８年・年平均）

・主要産業（GDPに占める割合）

農林水産業１４．５７％、鉱工業・建設業３４．２８％、

サービス業４１．１７％

概要出典：外務省ホームページ

地図出典：http : //www.sekaichizu.jp/

北洋銀行 国際部 海外展開支援グループ
ベトナム投資開発銀行（BIDV）ホーチミン派遣

田中 賢
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一連の対応策についてもう少し細かく説明しますと、水際対策では３月２２日に全ての外国人の

入国を原則一時停止しました。また、国内感染防止対策では、２月上旬から全ての学校を休校と

したほか、４月には、３週間にわたる不要不急の外出禁止措置、公共交通機関の運行停止措置、

飲食店等の営業停止措置などが行われました。

また、７月下旬以降の新たな感染拡大期においては、発生地となったダナン市や周辺の州で外

出禁止や飲食店営業停止が指示されたほか、約８００km離れたホーチミン市でも公共の場でマスク

を着用しなかった者に対して処罰を科すなど対応の厳格化が図られました。

ソーシャルメディアも積極的に活用されています。携帯電話のショートメッセージやアプリを

通して、すべての感染者の感染時期や感染場所などの細かい情報が提供されています。また、

YouTube上には、保健省などがアーティストに依頼して発信した予防対策等を訴えかけるミュー

ジックビデオや、一般の方が作成した動画などがアップロードされています。これらの動画配信

が国民の一体感を醸成し、多くの人が感染対策に協力する結果となったともいわれています。

その結果、感染の広がりを一定程度に抑え込むことができ、その対応は国際的にも評価されて

います。私も現在は通常どおり出勤をしています。マスク着用と手指消毒により感染対策を実施

していますが、街中でそれ以上の厳しい対策をしている様子は特に見受けられません。街の様子

も、外国人観光客の姿がないこと以外はコロナ禍以前と変わらないように感じます。今後も感染

拡大が発生すれば、上記のような規制や情報発信等により、事態の沈静化が図られるものと考え

ます。

【コロナ禍の中での社会経済活動】

＊ 消費者マインドの変化

国民の生活に関していうと、日本と同様に、外出自粛や飲食店の営業停止などの影響により、
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いわゆる「巣ごもり生活」が多くなりました。

コンビニ・スーパー等で食材を買い込んで自宅で食事をする人が増えており、即席麺や冷凍食

品などの販売が好調です。もともとベトナムの国民は保存食や冷凍食品を好まないとされていま

したが、コロナ禍で状況が変わったようです。

食料品以外では、調理器具やフィットネス商品、家庭内で快適に過ごせる衣料品、雑貨などの

販売が伸長しています。また、マスクなどの防疫関連商品についても、やはり長期的な需要が見

込まれることから、専門売り場を設けるなど、新たな売上確保に向けた工夫を施す店舗も見られ

ます。今後も家庭内で一定のストックを行うような消費行動、生活行動が続いていくものと見込

まれています。

オンライン販売は急拡大しました。もともと小規模な市場でしたがコロナ禍前と比べて売り上

げが３倍近く伸びたともいわれています。ただ、オンライン販売プラットフォーマー（例：

Amazon）が存在しないベトナムでは、オンライン販売を担う企業は零細企業が多く、人員不足

により注文に対する処理が追いつかないといった問題もあったようです。

＊ スーパーマーケットの様子

スーパーマーケットは、外出が制限されていた期間中も営業できた業態の一つです。やはり、

日本と同様に感染防止対策として会計レジ前等に防護フィルムを設置しています。また、従業員

の時差出勤により、万が一感染者が発生した際にバックアップできる体制を整えています。

感染拡大当初は日本と同じようにまとめ買いの動きがあり、マスクや消毒液が全国的に品薄と

なり転売が横行したほか、インスタント食品が一時的にお店の棚から消えたりしましたが、メー

カーによる２４時間体制の増産などで凌ぐことができたようです。

＊ ホテル・飲食サービス業の様子

迅速な水際対策や外出制限措置が取られたことが影響し、ホテル業・飲食サービス業とも、売

上は前年同期（１月～６月）比約９割減と深刻な状況にあります。

特に、宿泊施設は、現在も観光目的での外国人の入国ができないことから、療養施設としての

利用や、帰国できない外国人の利用にとどまっている所が多いです。通常営業しているホテル

も、稼働率は１５％以下といわれています。宿泊料金も下落傾向にあり、５つ星ホテルの料金は４

つ星ホテル並み（１室１泊９，０００～１０，０００円程度）に下落しています。

飲食サービス業については、感染拡大の収束傾向に合わせ、営業再開している店舗もあり、人

出もありますが、街の活気は少し落ちているように感じます。消費意欲の旺盛な外国人観光客に

支えられていた店舗も多かったようで、廃業を余儀なくされる飲食店も散見されます。
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ホーチミン市街 外国人観光客が少なく閑散

【出入国時の様子】

最後に、私自身の日本出国・ベトナム入国時の様子を紹介します。出入国時の対応は刻一刻と

変化していると思われますが、今後渡航を検討される際の参考になれば幸いです（情報は８月２０

日（出入国日）時点）。

＊ 日本出国時

ベトナム政府が指定した東京都内の病院にて、出国４日前のPCR検査による陰性証明を取得す

ることが渡航の条件でした。また、渡航日の前１４日間は不要不急の外出を自粛し、体調を万全に

期すよう指示がありました。航空機への搭乗前には、航空会社スタッフから青い防護服を手渡さ

れ、着用後に搭乗可能となりました。

＊ ベトナム入国時

手荷物は全て大量の消毒液で消毒され、びしょ濡れになりました。

同便で到着した約１６０人程度とともに、専用バスにて２時間かけてベトナム政府指定の隔離用

ホテルへ移動しました。

ホテルでは、２週間の隔離生活となりました。廊下にはカメラが設置されており、行動は厳し

く監視されます。食事は３食弁当が支給されますが、廊下に設置された椅子の上に置かれ、他人

との接触はありませんでした。２週間の間に二度のPCR検査を受検しました。総じて、隔離生活

で不自由はありませんでしたが、運動不足により筋力が低下したように感じました。

【おわりに】

北海道では、近年、ベトナムからの外国人技能実習生受け入れが増加しており、交流は活発に

なりつつあったといえます。日本とベトナムでのコロナ禍の勢いが衰え、一時でも早く両国のビ

ジネス交流、人的交流などが再開することを切に願っています。

北洋銀行国際部では、お客さまの海外進出に備え、現地情報の提供や現地視察サポート、専門

家のご紹介など様々なサポートを行っています。更なる経済発展が期待されるベトナムにおい

て、今後新たなビジネスをご検討される際には、是非、北洋銀行 国際部 海外展開支援グルー

プまでお気軽にご相談下さい。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．５ △５．８ ９９．９ △３．８ ９１．９ △６．４ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年４～６月 ９６．３ △２．０ １０２．８ ０．０ ９５．８ △１．５ １０１．４ △０．２ １０５．１ △０．５ １０４．４ １．０
７～９月 ９３．６ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．９ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．１ １．９ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９１．３ △２．５ ９８．０ △３．６ ９１．３ △１．７ ９７．３ △３．９ １０６．９ △０．２ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 ８９．０ △２．５ ９８．４ ０．４ ８７．７ △３．９ ９６．７ △０．６ １１３．０ ５．７ １０６．４ ２．３
４～６月 ８０．１ △１０．０ ８１．８ △１６．９ ７８．５ △１０．５ ８０．５ △１６．８ １１５．１ １．９ １００．８ △５．３

２０１９年 ８月 ９３．５ △１．０ １００．５ △１．７ ９２．６ △１．４ １００．０ △２．０ １０２．６ △３．７ １０４．２ △０．１
９月 ９２．８ △０．７ １０２．４ １．９ ９２．１ △０．５ １０１．８ １．８ １０７．１ ４．４ １０３．３ △０．９
１０月 ９０．３ △２．７ ９８．３ △４．０ ９１．６ △０．５ ９８．２ △３．５ １０５．６ △１．４ １０４．１ ０．８
１１月 ９２．８ ２．８ ９７．７ △０．６ ９２．１ ０．５ ９６．８ △１．４ １０５．９ ０．３ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．９ △２．０ ９７．９ ０．２ ９０．１ △２．２ ９７．０ ０．２ １０６．９ ０．９ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 ８９．７ △１．３ ９９．８ １．９ ８９．２ △１．０ ９７．９ ０．９ １０５．７ △１．１ １０６．２ ２．１
２月 ９０．０ ０．３ ９９．５ △０．３ ８８．３ △１．０ ９８．９ １．０ １０８．８ ２．９ １０４．４ △１．７
３月 ８７．２ △３．１ ９５．８ △３．７ ８５．５ △３．２ ９３．２ △５．８ １１３．０ ３．９ １０６．４ １．９
４月 ８３．１ △４．７ ８６．４ △９．８ ８０．５ △５．８ ８４．３ △９．５ １１３．９ ０．８ １０６．１ △０．３
５月 ７８．４ △５．７ ７８．７ △８．９ ７７．５ △３．７ ７６．８ △８．９ １１３．４ △０．４ １０３．３ △２．６
６月 ７８．７ ０．４ ８０．２ １．９ ７７．４ △０．１ ８０．５ ４．８ １１５．１ １．５ １００．８ △２．４
７月 r ７８．１ △０．８ ８７．２ ８．７ r ７７．２ △０．３ ８５．８ ６．６ r１１４．０ △１．０ ９９．３ △１．５
８月 p７６．７ △１．８ ８８．１ １．０ p７７．３ ０．１ ８７．１ １．５ p１０７．８ △５．４ ９８．０ △１．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年４～６月 ２３２，０５３ ０．４ ４６，９７６△０．６ ４５，０３７ △２．０ １４，９７３ △２．０ １８７，０１６ １．０ ３２，００３ ０．１
７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
４～６月 ２２８，６４９△６．６ ４４，７６８△１１．４ ２１，５９１ △５２．１ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３７０ ５．１

２０１９年 ８月 ８０，２２２ ０．１ １５，８９３ ０．９ １４，９２７ △２．４ ４，５７８ １．４ ６５，２９５ ０．７ １１，３１５ ０．７
９月 ８１，２６６ ９．０ １６，７２１ １０．５ １７，４３１ ２６．５ ５，６１９ ２２．２ ６３，８３５ ５．０ １１，１０１ ５．４
１０月 ７２，２６０△６．３ １４，５７２△８．１ １３，９０６ △１４．４ ４，２６９ △１７．２ ５８，３５４ △４．１ １０，３０３ △３．７
１１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７
５月 ７４，００２△９．２ １４，５２９△１３．６ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７８５ ６．７
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１８△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７５ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号

ｏ．２９２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2020.10.19 16.29.47  Page 30 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年４～６月 ３３，２６９ ４．２ １０，５９３ ５．２ ６８，３９５ ５．５ １７，０４１ ５．１ ３７，６４２ １．９ ８，５９４ △０．２
７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５１７ １０．７

２０１９年 ８月 １４，１９０ ２４．５ ４，１１６ １７．６ ２４，２５９ ４．７ ５，８８１ ６．４ １１，７１３ ４．３ ２，８６６ ４．７
９月 １８，４０３ ５３．３ ５，１５４ ５２．４ ２４，８３０ １１．８ ６，３７０ ２１．８ １２，５５０ ６．７ ３，０４５ １７．５
１０月 ８，８２１△１８．６ ２，６５９△１４．２ ２４，９５６ １５．４ ５，４２０ ０．２ １０，２７３ △１０．９ ２，５５０ △７．１
１１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０７０ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８２ １１．２
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ６．１ ６，１２４ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０３ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４１６ ９．１ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年４～６月 １４４，５２５ ２．５ ３０，３５２ ２．３ ２７３，６０１ １１．３ ２９２，９７３ ４．２ ３，４４３ ３．８ ４４２ ９．７
７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ５０９ △８５．２ ０ △１００．０

２０１９年 ８月 ５３，４６７ ２．９ １０，９５０ １．９ ２６２，４８７ ４．０ ２９６，３２７ １．３ １，５３１ △０．１ １４３ △２０．４
９月 ４９，５００ １．２ １０，２０３△０．２ ２８６，７７５ ２１．７ ３００，６０９ １０．８ １，３４３ ３２．０ ９６ ５．４
１０月 ４９，２９９ ４．７ １０，３１４ ３．３ ２８５，４７１ １０．７ ２７９，６７１ △３．７ １，１７７ ４．０ １１２ △６．７
１１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ １０５ △９１．２ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２４０ △８０．２ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４３０ △６６．９ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５５３ △６３．９ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号

ｏ．２９２（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標  2020.10.19 16.29.47  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年４～６月 １０，１５５ △３．９ ２，３３５ △４．７ ５２４ △６．８ １１，７３０ △３．４ ２６，６２０ ４．１
７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０３９ △１２．７ ７２０ ３７．６ １０，６２９ △９．４ ２１，５３２ △１９．１

２０１９年 ８月 ３，１８６ △６．９ ７６０ △７．１ １７８ ３３．７ ３，６１９ △５．６ ７，３８６ △１４．５
９月 ２，７３９ △１３．１ ７７９ △４．９ １４８ △２４．７ ３，２２３ △２０．０ １０，３５２ ５．１
１０月 ２，６２９ △３１．６ ７７１ △７．４ １７１ ２．５ ３，３８９ △１６．９ ７，２９２ △６．１
１１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９２ △１２．９ ２５２ １１．９ ３，５１４ △１０．８ ７，３２８ △１７．７
５月 ２，８０４ △５．９ ６３７ △１２．３ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３
６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５
７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．４ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年４～６月 ４７，０８３ １．２ １５，９６３ ８．７ １６，８３８ △４．２ １４，２８２ ０．２ １，００９，３４３ ２．１
７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９

２０１９年 ８月 １２，８６６ １．０ ４，４１９ ０．７ ４，０７０ △７．５ ４，３７７ １０．７ ３１７，１７９ ４．９
９月 １８，６０５ １９．５ ６，６１３ ２１．９ ５，６７３ １７．２ ６，３１９ １９．２ ４５８，８５６ １３．６
１０月 １０，０１３ △２６．８ ３，４２６ △２５．３ ３，１２９ △３０．７ ３，４５８ △２４．５ ２５９，９１９ △２５．１
１１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４
５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７
６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６
７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年４～６月 ４６８，０８５ ７．２ ５１，０１２ ４．２ １．１４ １．３７ ３３，６３６ １．１ ８４５，９３１ △１．６ ３．０ ２．４
７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８

２０１９年 ８月 ７３，９２８ １０．７ １１，４９３ ２．２ １．２２ １．４４ ３１，７３７ △２．０ ８２９，１７７ △５．０ ２．１ ２．３
９月 ５０，２６０ １８．４ １２，７５１ ４．６ １．２６ １．４５ ３２，８２６ ５．４ ８２７，８０６ △０．６ ↓ ２．４
１０月 ５４，４９７ １８．６ １３，４８０ ５．１ １．２７ １．４５ ３６，７０３ △０．１ ９２０，１０３ △２．６ ↑ ２．４
１１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ － ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ － ３．０

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年４～６月 １０２．７ ０．７ １０１．７ ０．８ ６４ ３．２ ２，０７４ △１．６ １０９．８５ ２１，２７６
７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４４ △１３．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８

２０１９年 ８月 １０２．７ ０．５ １０１．７ ０．５ ２１ １６．７ ６７８ △２．３ １０６．２７ ２０，７０４
９月 １０３．０ ０．５ １０１．６ ０．３ １１ △３５．３ ７０２ １３．０ １０７．４１ ２１，７５６
１０月 １０３．４ ０．５ １０２．０ ０．４ １２ △２０．０ ７８０ ６．８ １０８．１２ ２２，９２７
１１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １５ △１６．７ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 １０２．１ △０．５ １０１．３ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０２０年１１月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２０年７～９月期実績、２０２０年１０～１２月期見通し）

●寄稿
Withコロナ時代の北海道観光再考
－インバウンド観光は必ず戻る－

●アジアニュース
ベトナムにおけるコロナ禍の現状
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